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20年後の保健医療には、これが求められる50歳契約社員(女性)(現在の30歳)

私はシングルマザーで、2人の子どもを育てています。

地元の食品工場で働きつつ、なんとか仕事と子育ての
両立をしてきました。

長男は高校を出た後、友人の多い地元での就職を希
望しました。そして、「人の役に立ちたい」「人と接するこ
とが好き」という動機から介護施設に就職。近所の方
からも長男の熱心な仕事ぶりを聞くことが多く、誇りに
思っています。

その長男が、今年ついに結婚するんです！ 相手は、
同じ職場の女性とのこと。長年苦労しつつも大きな愛
情を注いできたので、喜びもひとしおです。最近の介護
施設を経営する企業は、経営マネーメントがしっかりし
ていて、介護サービスの質にも定評があるようです。長
男が勤めている施設も、とても評判がいいんですよ。

長女は県の奨学金をもらって、県立大学で看護師の資
格を取得しました。薬の処方管理ができる資格も持っ
ていて、幅広く活躍する看護師として同僚から尊敬され
ているようです。2人の子どもの成長を見ていると、喜

びとともに、医療や介護が地域の雇用・経済の核に
なっているんだなという実感もわいてきますね。 10
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20年後の保健医療には、これが求められる40歳地方自治体（都道府県）職員(現在の20歳)

私の部署は、必要な保健医療と介護サービスが地域のニーズに
あった形と量でシームレスに提供されるよう働きかけていくのが主
な業務です。そのために、市町村・医療機関・介護施設・NPO・民
間企業の相互連携を促進しています。

自分が保健医療行政に携わるようになったこの数年だけでも、状
況は大きく変わりつつあります。保健医療のデータベースを用い
た分析に基づき、関係者が積極的に話し合いの場を設け、病床と
病院機能の再編や遠隔医療の強化が進められてきました。

医療費適正化計画の見直しの年には、これまでの関係者の努力
があったにも関わらず、やや医療費の伸びが上回る可能性が
あったんです。しかし、住民や医療機関を含む関係者と「どうした
ら医療費を抑えつつ、必要な医療を確保できるか」という議論を重
ね、最終的には皆が納得できるような施策に落とし込めたと感じ
ています。

最近では隣の県とも協力し、高価な医療機器の検査や専門医を
共有するなど、新しい動きを仕掛けています。この取り組みは国
より表彰を受け、全国的にもモデルケースとなってくれたようで嬉
しいです。私も、他の自治体の取り組みから学ばせてもらうことは
多いですね。

保健医療分野では、必要な知識が多岐にわたります。昨年より、
私は県の支援を受けて働きながら公衆衛生大学院で医療政策を
学んでいましたが、先日ようやく修了して学位を頂きました。今後
はここで学んだことを活かして、より地域にあった保健医療をデザ
インしていきたいですね。 11

2035年の姿のコミュニ
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※詳細は「保健医療２０３５」特設
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 改革には長い時間がかかる

 複雑な制度、多数のステークホルダー

 ステークホルダーの政治的影響力と統治機構

 「シルバー民主主義」、「団体民主主義」（造語）

 頻繁な国政選挙と「民主主義の限界」

 医療や社会保障は「ハイリスクエリア」

 後期高齢者医療制度の混乱

 「医療崩壊」ブーム

 年金問題

 一方で・・・かけがえの無い「いのちの重さ」

医療「改革」を困難にするもの

12
資料：小野崎2015、日本医療政策機構「医療政策アカデミー」講義資料
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高齢者の医療費自己負担率推移
%, 1961～2008,

国民皆保険達成当時、

自己負担割合は5割と高く、

特に高齢者にとっては受診

の大きな障壁となったため、

高齢者の有病率は中年より

高かったものの、医療機関

への受診率は低かった

1973年政府が

自己負担を一

般財源で手当

てすることで、

高齢者の医療

費自己負担を

無料化

高齢者の受診

率や入院期間

が大幅に上昇

し、高齢者医

療に対する政

府の補助金が

倍増

1983年老人保健法

により、高齢者に小

額の自己負担を課

すことで、「無料」を

終わらせた

高齢者の医療費自

己負担を無料化の

のち、定率負担に

戻すまで、約30年も

の歳月を要した

（参考） 日本は、高齢者の医療費自己負担を無料化した後、定率
負担に戻すまで30年もの歳月を要した

資料；池上直己 J.C.キャンベル 日本の医療 2013、専門家インタビュー

30年

現役並み所得者

一般・低所得者
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車社会

運動不足

欧米型食生活

大量飲酒

喫煙

自殺

厳しい経済状況

肥満 高血圧

糖尿病

脂肪とカロリーの
過剰摂取

メタボリックシンドローム

飲酒励行社会

ストレス
うつ病
ギャンブル依存

がん心臓病と脳卒中

肝臓病

高い失業率

肝硬変

徳田安春 2007

病気と社会の関係
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A

B

研究者等による現時点での一般的見解

終末期(死亡1か月前の医療費)は、国民医療
費の約3-4％(死亡1年前の医療費でも約7-
9％程度)

予防は健康状態の改善につながるものの、
医療費の削減に通じるものは禁煙やワクチ
ンなど一部だけ
‒ 疾病管理や重症化予防は、プログラム設
計によりばらつきがあるものの、医療費
を削減する場合は多い

‒ 健康増進や早期発見等は、健康状態改善
につながるものの、医療費削減につなが
る事例は一般的に少ない

よく聞かれる「都市伝説」

終末期医療は、医療費
の大部分を占める

予防の推進により、医
療費が削減される

初 期 的

保健医療の「都市伝説」（１/３）

資料：鈴木／小野崎 2015 日本医療政策機構内部討議資料 15



D

よく聞かれる「都市伝説」

C 健康的な行動への個人への金銭的インセン
ティブの効果は一時的。インセンティブを
与えた期間の当初は効果的だが、長期間
（1年半以上）継続したり、インセンティ
ブをなくして数か月すると、その効果は消
えてしまう

個人への金銭的インセ
ンティブにより健康的
な行動を促せば医療費
の削減につながる

資料：鈴木／小野崎 2015 日本医療政策機構内部討議資料

初 期 的

保健医療の「都市伝説」（２/３）

研究者等による現時点での一般的見解

健康は個人の自己責
任である

個人や集団の健康は、所得、教育レベル、
社会とのつながりや居住コミュニティーな
どの社会・経済・政治的な、健康の社会的
決定要因（SDH)により大きく決定づけられ

る。個人の意識改革や行動変容にのみ着目
した介入では、健康指標の大きな改善は期
待できない

16



研究者等による現時点での一般的見解

E ▪ 患者窓口負担増により受診回数はいったん減
少する。ただし、その後元の水準近くに戻っ
たりやや入院が増えるとする報告も多い

▪ 一方で、患者の窓口負担増により必要性の高
い受診までも抑制され、長期的な健康状態の
悪化につながり、結果として総医療費の増大
につながるというエビデンスは乏しい

よく聞かれる「都市伝説」

患者窓口負担を増や
すと、受診回数が減
り、国民医療費が削
減される

初 期 的

保健医療の「都市伝説」（３/３）

資料：鈴木／小野崎 2015 日本医療政策機構内部討議資料

F HTA（医療技術評価)

により、医療費や薬
剤費が削減できる

そもそもHTAの目的は、医療費削減ではなく、

限られた資源のもとで保健アウトカムを最大
化することで、効率的な資源配分を促すもの。
常に医療費の削減につながるものではない
（HTAを導入した国においても、必ずしも
薬剤費の伸びが抑制されてはいない）
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2015 2017

→ 結局のところ、「いつ売れるか」というタイミングの問題。「費用対効果」
は、そもそも複数年度で考えるもの。

2016

実線：急速に普及した場合
破線：普及のスピードが遅い場合

資料： IMSデータ等に基づき日本医療政策機構作成

Ｃ型肝炎治療薬の普及スピードと売上

18
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864 

1,000 

1,116 

1,362 

1,577 

1,694 

2,086 

3,584 厚労省

＊いずれも平成27年通常国会
＊答弁回数は政務三役（大臣・副大臣・政務官）の合計、所管委員会は各委員会を指す（厚労委等）

厚労省の業務量は多い

外務省

経産省

文科省

農水省

法務省

総務省

国交省

国会答弁回数

108

96

163

150

89

163

107

306

所管委員会審議時間

平均1,660回
平均148時間
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3,569 

4,838 

5,961 

7,361 

厚労省

＊平成27年7月1日現在（人事院）
＊定員数は、観光庁・気象庁・運輸安全委員会・海保（国交）、エネ庁、特許庁・中小企業庁（経産）、林野庁・水産庁（農水）、中労委（厚労）をそれぞれ含む

圧倒的に「忙しい」厚労省

経産省

農水省

国交省

本省・庁の定員数

1

0.28

0.28

0.12

1人当たり国会答弁数
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